





























































































































































































































































































23　RONALD DWORKIN, FREEDOM’S LAW THE MORAL READING OF THE AMERICAN CONSTITUTION




































































































32　Mari.J.Matsuda, Public response to Racist Speech Considering the Victim’s Story ,in WORDS
THAT WOUND: CRITICAL RACE THEORY, ASSAULTIVE SPEECH, AND THE FIRST AMENDMENT 17, 24




































































奈須祐治「葬儀場における抗議デモと表現の自由–Snyder v. Phelps,131 S.Ct.1207（2011）」マイ
ノリティ研究第7号79-97頁。藤井樹也「他者に精神的苦痛を与える民事不法行為と表現の自由」
大沢秀介・大林啓吾編『アメリカ憲法判例の物語』（成文堂，2014年）173-193頁。
































42 Id, at 449, n. 1.
原告スナイダーは，フェルプスと彼の娘達と教会に対して訴訟を提起し，メリーラ
ンド州の連邦地方裁判所において，以下の５つの不法行為，①名誉毀損（defamation），
②パブリシティ権侵害（publicity given to private life），③意図的な精神的苦痛の賦
課（intentional infliction of emotional distress,以下，IIED），④私的領域への介入






















43 Snyder v. Phelps, 533 F.Supp.2d 567(2008).
44 Snyder v. Phelps, 580 F.3d 206(4 th Cir.2009).
45 447-461．便宜上，法廷意見の概要においては，③意図的な精神的苦痛の賦課（IIED）につい
ての法廷意見に絞った。なお，関連して，参照，梶原健佑「Intentional Infliction of Emotional

































































46　Frisby v. Schultz, 487 U.S.474 (1988).
































































































































52　Snyder, 562 U.S. at 457.
53 The Supreme Court, 2010 Term–Leading Cases, 125 HARV. L. REV. 172, 201(2011).



























55 Frederick Schauer, Harm(s) and the First Amendment, 2011 S. CT. REV. 81, 90 (2012).
56 例えば，パブリック・フォーラムの文脈における関連する指摘として，See, TIMOTHY ZICK,
SPEECH OUT OF DOORS PRESERVING FIRST AMENDMENT LIBERTIES IN PUBLIC PLACES (Cambridge
University Press,2009) 3, 228-229.
57 代表的な議論として，市川正人『表現の自由の法理』（日本評論社，2003年）207頁以下。
58　Steven J. Heyman, To Drink the Cup of Fury: Funeral Picketing, Public Discourse, and the

























59 Id, at 142.
60 Id, at 129.
61 Id, at 113.
62 Id, at 123.

































思うと述べつつも，ただ，ここではその構成を取らずに議論している。Id, at 159, n.328.ヘイマ
ンのヘイトスピーチに関する議論は，See, STEVEN J. HEYMAN, FREE SPEECH AND HUMAN DIGNITY
（Yale University Press, 2008）．ヘイマンの議論を紹介するものとして，桧垣伸次「ヘイト・ス
ピーチ規制論と表現の自由の原理論」同志社法学64巻７号（2013年）1009-1013頁。
64　Id, at 127.
65 Id, at 151.
66 Id, at 151.































68 Id, at 158-162.
69 Id, at 165-166.































71 Snyder, 562 U.S. at 463 (Alito, J., dissenting).
72 座談会・前掲註（9）166頁（駒村・川岸発言）。
容規制と内容中立規制の関係についてどのように考えるかということが問われてい
る。その点について，本稿第一章では，ヘイトスピーチの問題については，典型的
な内容規制についての議論を当てはめないという理論的可能性をみた。また，特殊
な事案であるスナイダー判決から一般論を導くことは難しいが，そこにおいても，
内容規制と内容中立規制の間，便宜的に「内容に基づく場所的な規制」という言葉
を用いれば，その規制を問う余地があった。もちろん，この「内容に基づく」とい
う点が，修正一条解釈においての理論的難点を含むことは予想されるし，「場所的
な規制」の合理性も，論争的かもしれない。それでも，例えば，ヘイマンの議論の
ように，緩衝帯や「囚われの聴衆」といった概念を用いて，「内容に基づく場所的
な規制」を議論する可能性は皆無ではないように思われる。少なくとも，このこと
は，スナイダー判決を参照して，本稿の第一章にフィードバックできることではな
いだろうか。
おわりに
ヘイトスピーチをめぐる議論においては，公権力とヘイトスピーチ，または公権
力とレイシズムの関係についても論じられている。例えば，国家が外国人に不利な
措置を講じたり，移民を犯罪視するような政策をとった場合に，または，マスコミ
が外国人への恐怖を煽るような報道をした場合に，国家やマスコミは，間接的かつ
「洗練された」かたちで，レイシズムを涵養している可能性があるという指摘が
ある73。
こうした「上からのレイシズム」論だけでなく，ヘイトスピーチについては，ま
ず公権力の責任を確認することが先決であり，すなわち構造的不正義についての公
権力の責任を，ヘイトスピーチ規制をすることで個々の行為者に代位させ，問題を
解決するかのような事態への警鐘も聞かれる。すなわち，私人間で発せられるヘイ
トスピーチ以前の問題として，公権力が発する「排除」のメッセージが，一般私人
に対して「憎悪の許可（permission to hate）」として作用する状況こそが，優先的
に救済されるべき課題なのである74。
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73　森千香子「ヘイト・スピーチとレイシズムの関係性–なぜ，今それを問わねばならないのか」
11頁。また，塚田哲之「表現の自由とヘイト・スピーチ」人権と部落問題867号（2015年）22頁
も，日本社会の現状について，国家権力・政治のありようが，現に行われているヘイトスピー
チを容認・助長していると指摘する。
74　志田陽子「アメリカ合衆国におけるヘイト・スピーチ規制立法をめぐる議論」武蔵野美術大
そして，そうした構造的不正義を克服するうえでは，その性質上，行為者個人の
責任に限定して罪責を問う刑事規制はなじまず，そこに刑事規制の限界があるとい
う指摘75は理解できる。確かに，行為者個人の問題としてヘイトスピーチを捉えれ
ば，その背後にある国家社会の差別構造や社会的偏見が注目されることはないよう
に思われる。
上述までの議論がそうであったように，ヘイトスピーチの規制をめぐっては，近
年，憲法学のみならず，刑法学，民法学，社会学といった学問領域を横断して相互
にやり取りがなされている。または，差別表現問題に取り組んできた運動家と研究
者がシンポジウムで議論することや76，憲法学内部においてもドイツ，フランス77，
アメリカといった異なる研究対象国を持つ研究者による議論の積み重ねがある。そ
うした活発な議論は，まさに思想の自由市場における見解のやり取りであり，表現
の自由の意義を実感させられる。もちろん，被害者の痛みに鈍感になってはいけな
いが，必要な調査を行って，前提を共有しつつ議論を相互により深めていくことが，
問題を進めていくことに疑いない。
本稿は，ヘイトスピーチに関する議論とスナイダー判決について参照することで，
表現の自由の基礎理論や原理論にどのように向き合うかということを考察した。そ
の際には，アメリカ型表現の自由の特殊性を目の当たりにすることもあった。そし
て，そうしたアメリカ型の表現の自由理論の影響を大きく受けている日本の憲法学
説が，ヘイトスピーチ規制の是非に際して，どのような選択をするのかについて，
諸議論を参照した。本稿の検討からは，人種的ヘイトスピーチ規制に関して，非常
に限定的な法規制を考える際でも，表現の自由についての原理の選択が関わってく
るが，選択はアメリカ型かそうではないかという二者択一ではなく，例えば，ヘイ
トスピーチ規制と内容規制の関係性についても，従来のアメリカ型の解釈と矛盾し
表現の自由の限界を考えるための準備的考察　　147
学紀要33号（2002年）120頁。同『文化戦争と憲法理論–アイデンティティの相克と模索』（法
律文化社，2006年）252頁以下も参照。
75　櫻庭総「名誉に対する罪によるヘイト・スピーチ規制の可能性 ヘイト・スピーチの構造性を
問うべき次元」（金編・前掲註（8））143，145頁。同「現在の刑事司法とヘイトスピーチ」法学
セミナー736号（2016年）24-29頁も参照
76　例えば，「 6・11シンポジウム〔第２部〕ヘイトスピーチ規制をめぐる大議論」創496号
（2015年）36-45頁。
77　フランスにおける議論との比較も重要であると思われる。今後の課題としたい。参照，山元
一「立ち竦む『闘う共和国』–テロリズム攻撃に直面するフランスにおける表現の自由」法律
時報88巻２号（2016年）101-106頁。
ない形の選択肢が示されていることを見た。もちろん，それが本当に従来型の表現
の自由の基礎理論を維持しているものかどうかは，より考えていかなければならな
いだろう。
また，スナイダー判決からは，内容に着目しながらも場所的な規制をかけること
の可能性，すなわち内容規制と内容中立規制を掛け合わせることについて考えさせ
られた。これについては，同種の事案が問題となった他の判例との比較，アメリカ
連邦最高裁判判決全体の中での位置づけ，その点についての学説など，参照し，研
究しなければならないことは多く，内容規制と内容中立規制の二分論の関係性も射
程に入れて，今後の課題にしたいと思う。
以上の議論は，アメリカ憲法に特有のものも多いが，その考察は，アメリカ表現
の自由理論の影響を受けている日本の憲法学説が，それらのアメリカの議論をどの
ように評価するかと同時に，どの程度，コミットするのかという問いにトレースさ
れていく。当然のことながら，アメリカ表現の自由理論にすべて準拠する必要はな
いのだが，従来の日本の憲法学説がアメリカ表現の自由理論を一定程度受容してき
たことを考えると，もちろん，どの程度の受容をしてきたかを別に検討する必要は
あるにせよ，今後の議論をしていくうえで，その点の自覚が求められよう。
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